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を取り上げる｡ 近藤 (2008) でも指摘される日本
とタイの技術協力関係は, 民間組織が主導した特
異的な事例となっている｡ 以下において, 企業の




















研究も多い (Bartlett and Ghoshal, 1989; Kogut

















の R & D活動や外部研究機関との共同研究等か
ら創出される技術的知識に注目している｡ 多国籍
企業内部における国際的な知識移転について論じ













進出先国での R & D活動の実施は, 現地企業へ
の技術流出を生じ, 現地企業の参入を促進したり,
現地企業の生産性上昇に寄与するという｡ この貢
献は生産活動よりも R & D活動を通じた場合の
方がより高くなる傾向が報告されている (Cai et
al., 2007; Todo et al., 2007)｡
しかしながら, 技術的知識が高度化・複雑化す
ればするほど, 実際の移転は困難になる｡ すなわ
ち, 受け手側 (例えば, 現地企業側) の技術吸収
能力が不十分であれば, 移転は困難となり, 多国



















を踏まえ, 日系多国籍企業の海外 R & D活動か
ら進出地域に技術知識が移転される要因を分析し
てみたい｡ 日系多国籍企業の海外 R & D拠点を
対象に行ったアンケート調査によって得られたデー








Kuemmerle (1997) では, 自国技術優位性を
海外 R & D活動に適用する場合 (HBEタイプ)
と, 現地技術資源活用によって本国技術能力を補
強する海外 R & D活動 (HBAタイプ) が存在す
るとした｡ もし, この主張が正しければ, HBE
タイプの R & D活動からは進出先国に技術知識
が流出する可能性が高い｡ 逆に, HBAタイプの









and Ghoshal (1989) では, より自律性の高い子
会社がイノベーティブな活動を行っていると論じ
られている｡ 従って, 現地 R & D活動の自律性
の高さは, 現地機関等への技術知識提供の可能性
も高まると考えられる (仮説 2)｡










さらに, 拠点特性 (規模と活動年数, 地域) の
観点から, 日系多国籍企業の海外 R & D拠点か
ら現地企業や大学・研究機関への R & D成果提
供促進要因を探る事とする｡
3.2 分析用データ
分析用データについては, 海外 R & D活動実
施拠点に対するアンケート調査によって収集した｡
発送リストの作成手続きは次の通りである｡ 東洋
経済新報社 ｢海外進出企業総攬 2005 CD-ROM版｣
から, 事業内容が ｢研究開発｣ や ｢R & D｣, ｢国




日系多国籍企業海外 R & D拠点が, 調査票発送
対象となった｡ これら 1,093カ所の拠点に対して,
2006年 3月に調査票を送付した｡ 調査票の回収
数は 69件 (回収率 6.31％) であり, このうち R
& D活動を実施していると回答した件数は 43件
だった｡ 43件の地域別内訳は, アジア地域 R &
D拠点からの回答が 10件, 欧州地域 R & D拠点
からの回答が 14件, 北米地域 R & D拠点からの





調査から得られた ｢現地他社へ R & D成果を提
供している｣, ｢現地研究機関 (大学・研究所) へ
R & D成果を提供している｣ の回答結果 (5段階
評価) を利用した｡ 実際の推定では ｢現地他社へ
R & D 成果を提供している｣, ｢現地研究機関






した｡ まず, 技術能力要因を示す変数として ｢中
核的技術を独自開発 (HBA タイプの R & D 活
動)｣, ｢中核的技術を日本本社から導入 (HBEタ










導入する｡ ｢現地 R & D拠点の人員数｣ と ｢現地


















































業による海外 R & D活動から現地環境へ技術的
知識提供を促進する要因は, 日本側の技術優位性
の存在, 現地研究コミュニティに交流ネットワー




























































































































Schwarz B. I. C. 25.969 24.047 36.136 32.698 31.913 30.670
Log likelihood －13.838 －11.917 －24.006 －20.568 －19.675 －18.433
注：( ) の中は t値｡ 各係数の aは 1％水準で有意､ bは 5％水準で有意､ cは 10％水準で有意であることを示す (両側検定)｡
性要因の存在を後押しする結果でもある｡
4. 日・タイ間における技術協力の経験









ツ (1,524億 8,014万ドル) であり, 対日輸出額
は 6,250億 6,098万バーツ (181億 1,890万ドル)
に達し, 11.88％のシェアを占めている｡ 同様に,
2007年の輸入額は 4兆 8,720億バーツ (1,400億
1,739万ドル) となっており, 日本からの輸入金
額は 9,885億 3,571万バーツ (284億 155万ドル)
であった｡ したがって日本からの輸入シェアは






















2007年 4月に署名され, 2007年 11月に協定が発
効している｡
4.2 日本からタイへの技術協力
近藤 (2008) によると, 日本とタイの技術協力
は民間主導による組織的国際技術移転システムが
構築された世界でも先駆的な例であるという｡ 近









































実際にタイを訪問 (2008年 7月 24日～28日)




nology Promotion Institute) が設置されてい
る｡ 現在, 本格的な技術教育や技術者の人材育











(JTECS), 経済産業省 (METI), 財団法人海外
技術者研修協会 (AOTS), 財団法人海外貿易開


























































たものが図 1 である｡ 日・タイ経済協力協会
(JTECS) と泰日経済技術振興協会 (TPA), 泰
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R & D拠点がタイに開設されている｡ また, 自























( 2 ) 外務省ホームページ (http://www.mofa.go.
jp/MOFAJ/area/thailand/jpth120/knowledge
/steps.html) の記述による｡
( 3 ) 現地でのインタビューに基づく｡
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